
第１６回 徳島県新型コロナウイルス感染症対策本部会議
（徳島県新型インフルエンザ等対策本部会議）

日 時：令和２年５月２１日（木）
１８時３０分から

場 所：県庁３階 特別会議室

◎協議事項

１ 政府「緊急事態宣言」「基本的対処方針」の変更について

２ 徳島県対処方針の変更について
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資料２

新型コロナウイルス感染症対策の対処方針

令和２年３月２９日策定
令和２年４月 ８日改正
令和２年４月１１日改正
令和２年４月１７日改正
令和２年５月 ４日改正
令和２年５月１４日改正
令和２年５月２１日改正

徳島県新型コロナウイルス感染症対策本部決定

令和２年５月１４日、政府が改正した「新型コロナウイルス感
染症対策の基本的対処方針」を踏まえ、県民の生命･健康と安全
・安心を守ることを目的として、「徳島県新型コロナウイルス感
染症対策の対処方針」を以下のとおり改正する。

全国では、４月７日には、７都府県で緊急事態宣言が発令、４
月１６日には、全都道府県に対して緊急事態宣言が発令、５月４
日には、緊急事態措置を実施すべき期間を５月３１日まで延長、
５月１４日及び５月２１日には、緊急事態措置の対象が一部解除
されたが、今後とも、感染防止のための取組の強化を図る必要が
ある。

一 新型コロナウイルス感染症の対処に関する全般的な方針
① 情報提供・共有及びまん延防止策により、各地域において
クラスター等の封じ込め及び接触機会の低減を図り、感染拡
大の速度を抑制する。

② サーベイランス・情報収集及び適切な医療の提供により、
重症者及び死亡者の発生を最小限に食い止めるべく万全を尽
くす。

③ 的確なまん延防止策及び経済・雇用対策により、社会・経
済機能への影響を最小限にとどめる。

④ 県内の感染状況や医療提供体制の確保状況等を踏まえなが
ら、段階的に社会経済の活動レベルを上げていく。
その際、人の移動があることから、隣県など社会経済的につ
ながりのある地域の感染状況に留意する。
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⑤ 緊急事態宣言が解除された場合においても、感染拡大を予
防する新しい生活様式が前提となる。新しい生活様式が社会
経済全体で安定的に定着するまで、一定の移行期間を設け、
感染拡大のリスクに応じて、段階的に移行するものとする。
また、再度の感染拡大が認められた場合には、速やかに強い
まん延防止対策等を講ずる。

二 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項
（１）情報提供・共有
① 県は、以下のような、県民に対する正確で分かりやすく、
かつ状況の変化に即応した情報提供や呼びかけを行い、行動
変容に資する啓発を進めるとともに、冷静な対応をお願いす
る。
・ 発生状況や患者の病態等の臨床情報等の正確な情報提
供。

・ 県民にわかりやすい疫学解析情報の提供。
・ 医療提供体制及び検査体制に関するわかりやすい形での
情報の提供。

・ 「人と人の距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなど
の手指衛生」等の基本的な感染対策の徹底。

・ 風邪症状など体調不良が見られる場合の休暇取得、学校
の欠席、外出自粛等の呼びかけ。

・ 感染リスクを下げるため、医療機関を受診する時は、予
め電話で相談することを周知。

・ 厚生労働省が作成した「新型コロナウイルス感染症につ
いての相談・受診の考え方」をわかりやすく周知。

・ 感染者・濃厚接触者や、診療に携わった医療機関・医療
関係者その他の対策に携わった方々に対する誤解や偏見に
基づく差別を行わないことの呼びかけ。

・ 「新しい生活様式」の在り方の周知。
・ 室内で「三つの密」を避ける。特に、日常生活及び職場
において、人混みや近距離での会話、多数の者が集まり室
内において大きな声を出すことや歌うこと、呼気が激しく
なるような運動を行うことを避けるように強く促す。飲食
店等においても「三つの密」のある場面は避けること。

・ 従業員及び学生の健康管理や感染対策の徹底についての
周知。

・ 家族以外の多人数での会食を避けること。
・ 今回の対策では、「ロックダウン」（都市封鎖）のよう
な施策は政府として実施しないことを周知し、県民の落ち
ついた対応（不要不急の帰省や旅行など都道府県をまたい
だ移動の自粛等や商店への殺到の回避及び買い占めの防
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止）の呼びかけ。
② 県は、県のウェブサイトにおいて厚生労働省等の関係省庁
のウェブサイトへのリンクを紹介するなどして有機的に連携
させ、かつ、ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）
等の媒体も積極的に活用するとともに、あらゆる媒体を通じ
て迅速かつ積極的に県民等への情報発信を行う。

③ 県は、民間企業等とも協力して、情報が必ずしも届いてい
ない層に十分な情報が行き届くよう、丁寧な情報発信を行う。

④ 県は、感染症の発生状況やクラスターの発生場所、規模等
について迅速に情報を公開する。

⑤ 県は、検疫所と連携し、帰国者に対する２週間の外出自粛
の要請等の必要な対策を講じるよう周知を図る。

⑥ 県は、県民、在住外国人及び、外国人旅行者への適切かつ
迅速な情報提供を行い、県内でのまん延防止と風評対策につ
なげる。

⑦ 県は、市町村や関西広域連合、政府との緊密な情報連携に
より、様々な手段により住民に対して地域の感染状況に応じ
たメッセージや注意喚起を行う。

⑧ 県は、厚生労働省や専門家と連携しつつ、積極的疫学調査
により得られた情報を分析し、今後の対策に資する知見をま
とめて、県民に還元するよう努める。

⑨ 県は、今般の新型コロナウイルス感染症に係る事態が行政
文書の管理に関するガイドライン（平成２３年４月１日内閣
総理大臣決定）に基づく「歴史的緊急事態」と判断されたこ
とを踏まえ、県対策本部における新型インフルエンザ等対策
の実施に係る記録を作成し、保存し、公表する。

（２）サーベイランス・情報収集
① 県は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す
る法律（以下「感染症法」という。）第 12 条に基づく医師の
届出により疑似症患者を把握し、医師が必要と認める検査を
実施する。

② 県は、感染が急速に拡大する傾向が見られる場合はそれを
迅速に察知して的確に対応できるよう、体制を整える必要が
ある。このため、県医師会をはじめとした地域の関係団体と
連携して、「地域外来・検査センター」の設置等を進めると
ともに、保健製薬環境センターにおける検査体制の一層の強
化を図り、新しい検査技術についても医療現場に迅速に導入
する。また、徳島県新型コロナウイルス感染症対策協議会に
おいて、ＰＣＲ等検査の実施体制の把握・調整等を図る。さ
らに、県は、厚生労働省が実施するＰＣＲ検査及び抗原検査
の役割分担についての検討・評価等を踏まえ、医療従事者は
もとよりその他の濃厚接触者について、ＰＣＲ等検査の拡大
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に向けて取組を進める。
③ 県は、国において構築する患者等に関する情報を迅速に共有す
る情報把握・管理支援システム（ Health Center Real-time
Information-sharing System on COVID19. HER-SYS）を活用し、ＰＣＲ
等検査の実施人数や陽性者数などを定期的に公表するととも
に、より効果的・効率的な対策に活用していく。

④ 県は、国から提供された、医療機関の空床状況や人工呼吸
器・ＥＣＭＯの保有・稼働状況等を迅速に把握する医療機
関等情報支援システム（Gathering Medical Information System.
G-MIS）により、医療提供状況を一元的かつ即座に把握す
るとともに、迅速な患者の受入調整等にも活用する。

⑤ 県は、自治体間での迅速な情報共有に努めるとともに、県
下の感染状況について、国の指針に基づきリスク評価を行う。

（３）まん延防止
１）施設の使用制限等

事業者及び関係団体は、今後の持続的な対策を見据え、５
月４日専門家会議の提言を参考に、業種や施設の種別ごとに
ガイドラインを作成するなど、自主的な感染防止のための取
組を進める。

２）学校等の取扱い
① 県は、国が示した「新型コロナウイルス感染症に対応し
た臨時休業の実施に関するガイドライン」、及び「新型コ
ロナウイルス感染症対策としての学校の臨時休業に係る学
校運営上の工夫について」等を踏まえ、必要な対策を適時
適切に講じる。また、県は、学校設置者に対し、保健管理
等の感染症対策について指導するとともに、地域の感染状
況や学校関係者の感染者情報について速やかに情報共有を
行うものとする。

３）県における取組等
① 県は、今後、持続的な対策が必要になると見込まれるこ
とを踏まえ、県民や事業者に対して、以下の取組を行うも
のとする。その際、緊急事態宣言の期間中は、緊急事態措
置を実施すべき区域が一部残っていること等を踏まえ、自
粛要請等の緩和及び解除については、慎重に対応するもの
とする。
・ 「人と人との距離の確保」「マスクの着用」「手洗い
などの手指衛生」をはじめとした基本的な感染対策の継
続など、感染拡大を予防する「新しい生活様式」の定着
が図られるよう、あらゆる機会を捉えて、４月２２日の
専門家会議で示された「１０のポイント」、５月１日の
専門家会議で示された「新しい生活様式の実践例」等に
ついて県民に周知を行う。



- 5 -

・ 不要不急の帰省や旅行など、特定警戒都道府県をはじ
めとする相対的にリスクの高い都道府県との間の人の移
動は、感染拡大防止の観点から避けるよう促すとともに、
これまでクラスターが発生しているような施設や、「三
つの密」のある場についても、外出を避けるよう呼びか
ける。

・ 全国的かつ大規模な催物等（一定規模以上のもの）の
開催については、リスクへの対応が整わない場合は中止
又は延期するよう、主催者に慎重な対応を求める。

・ 事業者に対して、在宅勤務（テレワーク）、ローテー
ション勤務、時差出勤等、人との接触を低減する取組を
働きかけるとともに、職場や店舗等に関して、業種ごと
に策定される感染拡大予防ガイドライン等を踏まえ、感
染拡大防止のための取組が適切に行われるよう働きかけ
る。

・ これまでにクラスターが発生しているような施設や、
「三つの密」のある施設については、地域の感染状況等
を踏まえ、施設管理者等に対して必要な協力を依頼する。

② 県は、感染の状況等を継続的に監視し、その変化が認め
られた場合、県民に適切に情報提供を行い、感染拡大への
警戒を呼びかけるとともに、感染状況の変化等に応じて、
特定警戒都道府県以外の特定都道府県における取組に準じ
て、迅速かつ適切に法第 24 条第 9 項に基づく措置等を検
討するものとする。

③ 県は、①②の取組を行うにあたっては、あらかじめ国と
迅速に情報共有を行う。

４）水際対策
県は、健康観察について、保健所の負担軽減や体制強化の

ため、保健所勤務経験のある職員を含めた全庁的な体制構築
や関係機関への一部業務委託を行う。

５）クラスター対策の強化
① 県は、厚生労働省や専門家と連携しつつ、積極的疫学調
査により、個々の濃厚接触者を把握し、健康観察、外出自
粛の要請等を行うとともに、感染拡大の規模を適確に把握
し、適切な感染対策を行う。

② 県は、政府、関係機関と協力してクラスター対策にあた
る専門家の確保を図るとともに人材育成を行う。

③ 県は、関係機関と協力して、特に、感染拡大の兆しが見
られた場合には、専門家やその他人員を確保し、その地域
への派遣を行う。

④ 県は、クラスター対策を抜本強化するという観点から、
保健所の体制強化に取り組んでおり、さらなる充実を図る
べく、県内の市町村と迅速な情報共有を行い、また、対策
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を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるとき
は、法第 24 条に基づく総合調整を行う。さらに、県は、
また、国において導入予定のＳＮＳ等を活用した効率的な
感染対策や感染状況等の把握を行う仕組みを活用し、より
効果的なクラスター対策につなげていく。

６）その他共通的事項等
① 県は、今後、持続的な対策が必要になると見込まれる場
合は、感染拡大の防止と社会経済活動の維持の両立を図る
ことに留意する。

② 県は、緊急事態措置について、罰則を伴う外出禁止の措
置や都市間の交通の遮断等、諸外国で行われている「ロッ
クダウン」（都市封鎖）のような施策とは異なるものであ
ることを、政府と協力しつつ、県民に対し周知する。加え
て、緊急事態措置を講じること等に伴い、食料・医薬品や
生活必需品の買い占め等の混乱が生じないよう、県民に冷
静な対応を促す。

③ 県は、事業者の円滑な活動を支援するため、事業者から
の相談窓口の設置、物流体制の確保、ライフラインの万全
の体制の確保等に努める。

（４）医療等
① 県は、入院医療の提供体制の確保を進めるため、県医師会
・県下の基幹医療機関をはじめとする、医療関係者・関係団
体で構成される「徳島県新型コロナウイルス感染症対策協議
会」及び県調整本部を核として、厚生労働省や関西広域連合、
地方公共機関、関係機関と協力して、次のような対策を講じ
る。
・ 重症者等に対する医療提供に重点を置くべき状況となる
場合に備えて、入院治療が必要ない無症状病原体保有者及
び軽症患者（以下「軽症者等」という。）は、宿泊施設等
での療養とすることで、入院治療が必要な患者への医療提
供体制の確保を図ること。

・ 県は、特に、家庭内での感染防止や症状急変時の対応の
ため、軽症者等は宿泊療養を基本とする。そのため、ホテ
ルなどの一時的な宿泊療養施設及び運営体制の確保に努め
る。

・ 子育て等の事情によりやむを得ず自宅療養を行う際に
は、県は、電話等情報通信機器を用いて遠隔で健康状態を
把握していくとともに、医師が必要とした場合には電話等
情報通信機器を用いて診療を行う体制を整備すること。

・ 県は、患者が入院、宿泊療養、自宅療養をする場合に、
その家族に要介護者や障がい者、子ども等がいる場合は、
市町村福祉部門の協力を得て、ケアマネージャー、相談支
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援専門員、児童相談所等と連携し、必要なサービスや支援
を行うこと。

・ 病床の確保について、県は、関係機関の協力を得て、新
型コロナウイルス感染症の患者を優先的に受け入れる医療
機関の指定など、地域の医療機関の役割分担を行うととも
に、結核病床や一般の医療機関の一般病床等を活用して、
ピーク時の入院患者の受入れを踏まえて、必要な病床を確
保すること。
また、医療機関は、ＢＣＰも踏まえ、必要に応じ、医師

の判断により延期が可能と考えられる予定手術や予定入院
の延期を検討し、空床確保に努めること。
さらに、県は、仮設の診療所や病棟の設置、非稼働病床

の利用について検討すること。
・ 県は、患者受入調整や移送調整を行う体制を整備すると
ともに、医療機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩＳ）も活
用し、患者受入調整に必要な医療機関の情報の見える化を
行っておくこと。

・ さらに、感染拡大に伴う患者の急増に備え、県は、都道
府県域を越える場合も含めた広域的な患者の受入れ体制を
確保すること。

② 新型コロナウイルス感染症が疑われる患者への外来診療・
検査体制の確保のため、県は、関係機関と協力して、次のよ
うな対策を講じる。
・ 帰国者・接触者相談センターを通じて、帰国者・接触者
外来を受診することにより、適切な感染管理を行った上で、
新型コロナウイルス感染症が疑われる患者への外来医療を
提供すること。

・ また、県は、関係機関と協力して、集中的に検査を実施
する機関（地域外来・検査センター）の設置や、帰国者・
接触者外来への医療従事者の派遣を行うこと。

・ また、大型テントやプレハブ、いわゆるドライブスルー
方式やウオークスルー方式による診療を行うことで、効率
的な診療・検査体制を確保すること。あわせて、検査結果
を踏まえて、患者の振り分けや、受け入れが適切に行われ
るようにすること。

・ さらに患者が増加し、増設した帰国者・接触者外来や地
域外来・検査センターでの医療提供の限度を超えるおそれ
があると判断される場合には、厚生労働省に相談の上、必
要な感染予防策を講じた上で、一般の医療機関での外来診
療を行うこと。
こうした状況では、感染への不安から安易に医療機関を

受診することでかえって感染するリスクを高める可能性が
あることも踏まえ、症状が軽度である場合は、自宅での安
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静・療養を原則とし、肺炎が疑われるような強いだるさや
息苦しさがあるなど状態が変化した場合は、すぐにでもか
かりつけ医等に相談した上で、受診するよう周知すること。

③ 新型コロナウイルス感染症患者のみならず、他の疾患等の
患者への対応も踏まえて地域全体の医療提供体制を整備する
ため、県は、関係機関と協力して、次のような対策を講じる。
・ 地域の医療機能を維持する観点から、新型コロナウイル
ス感染症以外の疾患等の患者受入れも含めて、地域の医療
機関の役割分担を推進すること。

・ 患者と医療従事者双方の新型コロナウイルス感染症の予
防の観点から、初診を含めて、電話等情報通信機器を用い
た診療体制の整備の検討を推進すること。

④ 医療従事者の確保のため、県は、関係機関と協力して、次
のような対策を講じる。
・ 現場で従事している医療従事者の休職・離職防止策や、
潜在有資格者の現場復帰、医療現場の人材配置の転換等を
推進すること。

⑤ 医療物資の確保のため、県は、関係機関と協力して、次の
ような対策を講じる。
・ 県は、医療提供体制を支える医薬品や医療機器、医療資
材を確保し、医療機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩＳ）
も活用し、必要な医療機関に迅速かつ円滑に提供できる体
制を整備する。また、専門性を有する医療従事者の確保に
努める。

・ 県は、特に新型コロナウイルス感染症を疑う患者にＰＣ
Ｒ検査や入院の受入れを行う医療機関等に対しては、マス
ク等の個人防護具を優先的に確保する。

⑥ 県は、医療機関及び高齢者施設等における施設内感染を徹
底的に防止するため、関係機関と協力して、次の事項につい
て周知徹底を図る。
・ 医療機関及び高齢者施設等の設置者に対して、
▸ 従事者等が感染源とならないよう、「三つの密」が生
じる場を徹底して避けるとともに、

▸ 症状がなくても患者や利用者と接する際にはマスクを
着用する、

▸ 手洗い・手指消毒の徹底、
▸ パソコンやエレベーターのボタンなど複数の従事者が
共有するものは定期的に消毒する、

▸ 食堂や詰め所でマスクをはずして飲食をする場合、他
の従事者と一定の距離を保つ、

▸ 日々の体調を把握して少しでも調子が悪ければ自宅待
機するなどの対策に万全を期すこと。

・ 医療機関及び高齢者施設等に対して、面会者からの感染
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を防ぐため、面会は緊急の場合を除き一時中止すべきこと。
・ 医療機関及び高齢者施設等に対して、患者、利用者から
の感染を防ぐため、感染が流行している地域においては、
施設での通所サービスなどの一時利用を中止又は制限す
る、入院患者、利用者の外出、外泊を制限する等の対応を
検討すべきであること。

・ 医療機関及び高齢者施設等に対して、入院患者、利用者
等について、新型コロナウイルス感染症を疑った場合は、
早急に個室隔離し、保健所の指導の下、感染対策を実施し、
標準予防策、接触予防策、飛沫感染予防策を実施すること。

⑦ 県は、感染者と非感染者の空間を分けるなどを含む感染防
御策の更なる徹底などを通して、医療機関及び施設内での感
染の拡大に特に注意を払う。また、特に感染が疑われる医療、
施設従事者及び入院患者等については、率先してＰＣＲ検査
等を受けさせるようにする。加えて、検査体制を踏まえ、手
術や医療的処置前などにおいて、当該患者について医師の判
断により、ＰＣＲ等検査が実施できる体制をとる。

⑧ この他、適切な医療提供・感染管理の観点で、県は関係機
関と協力して、次の事項に取り組む。
・ 外来での感染を防ぐため、関係機関と協力して、医療機
関の外来において、一般の患者も含め、混雑を生じさせな
いよう、予約による診療や動線が適切に確保された施設の
活用などを推進すること。

・ 妊産婦に対する感染を防止する観点から、医療機関にお
ける動線分離等の感染対策を徹底するとともに、妊産婦が
感染した場合であっても、安心して出産し、産後の生活が
送れるよう、関係機関との協力体制を構築し、適切な支援
を実施すること。また、関係機関と協力して、感染が疑わ
れる妊産婦への早めの相談の呼びかけや、妊娠中の女性労
働者に配慮した休みやすい環境整備などの取組を推進する
こと。

・ 小児医療について、関係機関の意見を聞きながら、診療
体制を検討し、協力して体制整備を進めること。

・ 関係機関と協力して、外国人が医療を適切に受けること
ができるよう、環境の整備に引き続き、取り組むこと。

・ 法令に基づく健康診断及び予防接種については、適切な
感染対策の下で実施されるよう、時期や時間に配慮するこ
と。

（５）経済・雇用対策
県は、令和２年度徳島県補正予算をはじめ、国の「新型

コロナウイルス感染症緊急経済対策」等を活用し、必要な
施策を県を挙げて迅速かつ着実に実行することにより、感
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染拡大を防止し、事態の早期収束に全力で取り組むととも
に、雇用の維持、事業の継続、生活の下支えに万全を期す。
なお、これら施策の実施に際しては、引き続き、内外にお
ける事態の収束までの期間と拡がり、県内の感染防止の状
況及び本県経済や県民生活への影響を注意深く見極め、必
要に応じて、時宜を逸することなく臨機応変かつ果断に対
応する。

（６）その他重要な留意事項
１）人権への配慮、社会課題への対応等
① 県は、患者・感染者、その家族や治療・対策に携わった
方々等の人権に配慮した取組を行う。

② 県は、海外から一時帰国した児童生徒等への学校の受け
入れ支援やいじめ防止等の必要な取組を実施する。

③ 県は、各種対策を実施する場合は、国民の自由と権利の
制限は必要最小限のものとするとともに、女性や障がい者
などに与える影響を十分配慮するものとする。

④ 県は、新型コロナウイルス感染症対策に従事する医療関
係者が風評被害を受けないよう、県民への普及啓発等、必
要な取組を実施する。

⑤ 県は、マスク及び個人防護具、医薬品、医薬部外品、食
料品等に係る物価の高騰及び買占め、売り惜しみを未然に
回避し又は沈静化するため、必要に応じ、法第 59 条に基
づく措置を講じる。

⑥ 県は、政府と連携し、対策が長期化する中で生ずる様々
な社会課題に対応するため、適切な支援を行う。
・ 長期間にわたる外出自粛等によるメンタルヘルスへの
影響、配偶者暴力や児童虐待

・ 情報公開と人権との協調への配慮
・ 営業自粛等による倒産、失業、自殺等
・ 社会的に孤立しがちな一人暮らしの高齢者、休業中の
ひとり親家庭等の生活

・ 外出自粛等の下での高齢者等の健康維持・介護サービ
ス確保

⑦ 県は、新型コロナウイルス感染症により亡くなられた方
に対して尊厳を持ってお別れ、火葬等が行われるための適
切な方法について、周知を行う。

２）物資・資材等の供給
① 県は国と連携し、マスク、個人防護具や消毒薬等を必要
な医療機関や介護施設等に優先配布する。

② 県は、マスクや消毒薬等の県民が必要とする物資を確保
するため、過剰な在庫を抱えることのないよう消費者や事
業者に冷静な対応を呼びかける。また、繰り返し使用可能
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な布製マスクの普及を進める。
③ 県は、関西広域連合と連携し、物資の不足を府県間で相
互に補完する体制を構築する。

３）関係機関との連携の推進
① 県は、政府や関西広域連合、市町村を含む関係機関等と
の双方向の情報共有を強化し、対策の方針の迅速な伝達と、
対策の現場における状況の把握を行う。

② 県は、対策の推進に当たっては、市町村、経済団体等の
関係者の意見を十分聴くととともに、必要に応じ、政府に
提言等を行う。

③ 県は、保健部局のみならず、危機管理部局も含め、すべ
ての部局が協力して対策にあたる。

④ 県は、近隣の特定都道府県が緊急事態宣言後の様々な措
置を行うにあたり、その要請に応じ、必要な支援を行う。

４）社会機能の維持
① 県、指定公共機関及び指定地方公共機関は、職員におけ
る感染を防ぐよう万全を尽くすとともに、万が一職員にお
いて感染者又は濃厚接触者が確認された場合にも、職務が
遅滞なく行えるように対策を予め講じる。特に、テレビ会
議及びテレワークの活用に努める。

② 県、指定公共機関及び指定地方公共機関は、電気、ガス、
水道、公共交通、通信、金融業等の維持を通して、県民生
活及び県民経済への影響が最小となるよう公益的事業を継
続する。

③ 県は、指定公共機関及び指定地方公共機関の公益的事業
の継続に支障が生じることがないよう、必要な支援を行う。

④ 県は、事業者のサービス提供水準に係る状況の把握に努
め、必要に応じ、県民への周知を図る。

⑤ 県は、空港、港湾、医療機関等におけるトラブルなどを
防止するため、必要に応じ、警戒警備を実施する。

⑥ 警察は、混乱に乗じた各種犯罪を抑止するとともに、取
締りを徹底する。

５）その他
① 県は、必要に応じ、他法令に基づく対応についても、講
ずることとする。

② 県は、政府が基本的対処方針を変更し、又は、緊急事態
を宣言した場合は、県の対処方針の変更を検討する。


